
指定基準等チェック表（協働実績要件に係る説明資料）
	法人名
	
	実績判定期間
	　　年　月　日～　年　月　日

	実績判定期間内の日を含む各事業年度において、国、地方公共団体、民間企業、試験研究機関その他の団体と協働して行った特定非営利活動の回数が年平均１回以上あること
	ﾁｪｯｸ欄

	
	

	【留意事項】

■　国や地方公共団体、民間企業、試験研究機関その他の団体と協働して行った特定非営利活動の回数を数えてください。
■　「協働」とは、次のいずれかに該当するものをいいます。
　　　(1) 計画段階への参画　　　(2) 事業協定　　　(3) 実行委員会・協議会　　　(4) 共催　　　(5) 協働型委託

　　　(6) 補助　　　　　　　　　(7) 後援　　　　　(8) 物的支援（公の財産の使用等）

	


	
	実績判定
期間内の
各事業年度
	
	ⓐ
	ⓑ
	ⓒ
	ⓓ
	ⓔ
	

	
	
	自
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	

	
	
	至
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	

	
	国等と協働して行った特定非営利活動の回数が1回以上ある
	はい　いいえ
	はい　いいえ
	はい　いいえ
	はい　いいえ
	はい　いいえ
	

	
	【チェック欄】

□　国等と協働して行った特定非営利活動のみを数えていますか。

	　○　実績判定期間内において、国等と協働して特定非営利活動を行っていない事業年度がある場合は、下欄により、年平均1回以上あるかどうかを判定してください。

	
	国等と協働して行った特定非営利活動の回数
	ⓐ
	ⓑ
	ⓒ
	ⓓ
	ⓔ
	合計
	

	
	
	回
	回
	回
	回
	回
	Ａ
	回
	

	
	実績判定期間の月数

（注）一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。
	Ｂ
	月
	

	国等と協働して行った特定非営利活動の回数
Ａ
回
×　12
＝

人
≧　１回
実績判定期間の月数
Ｂ
　　月



（注意事項）
・　実績判定期間とは、申出書提出の直前に終了した事業年度の末日以前５年（指定を受けたことのない法人の場合は２年）内に終了した各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申出書提出の直前に終了した事業年度の末日までの期間です。
したがって、例えば、３月決算法人が24年６月に申出書を提出する場合、実績判定期間は19年４月１日から24年3月31日（認定を受けたことのない法人の場合は22年4月1日から24年3月31日）となります。

・　チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認した場合に「○」を記載してください。
・　なお、指定審査の過程において、国等と協働して行った特定非営利活動の回数の算出根拠について確認させていただく場合がありますので、算出根拠を示す書類を法人の主たる事務所に確実に保管するようお願いします。

「指定基準等チェック表」（協働実績要件に係る説明資料）記載要領
	項　　　　目
	記　　載　　要　　領
	注　意　事　項

	「実績判定期間内の各事業年度」欄

	実績判定期間内の各事業年度を、「ⓐ」から「ⓔ」の各欄に記載します。

また、各事業年度において、国等と協働して行った特定非営利活動の回数が1回以上である場合は下欄の「はい」、1回も行っていない場合は「いいえ」に○をします。

なお、国等と協働して行った特定非営利活動の回数が1回以上であるかどうかの判定に当たっては、チェック欄の事項にご注意ください（確認後は、□に✔を記入してください。）。

実績判定期間内のすべての事業年度において、「はい」に○がされている場合は、その下の「国等と協働して行った特定非営利活動の回数」の計算の表及びその下の計算式の記載は必要ありません。
	

	「国等と協働して行った特定非営利活動の回数」欄
	実績判定期間内の各事業年度における、国等と協働して行った特定非営利活動の回数を、「ⓐ」から「ⓔ」の各欄に記載し、合計を「Ａ」欄に記載します。
	

	「実績判定期間の月数」欄
	実績判定期間の月数の総数を「Ｂ」欄に記載します。
	月数は暦に従って計算し、一月未満の端数がある場合は一月に切り上げます。


「協働」についての説明
	「計画段階への参画」


	　国、地方公共団体、民間企業、試験研究機関その他の団体（以下「国等」といいます。）が事業を企画する際や計画を策定する際に、ＮＰＯ法人に参画してもらってその意見を事業等に積極的に反映させることをいいます。

	「事業協定」
	　国等とＮＰＯ法人が一定期間、継続的な関係のもとで、それぞれの特性を生かしながら協力して取り組む形態をいいます。

	「実行委員会・協議会」
	国等がＮＰＯ法人とともに実施主体となって事業を行うことをいいます。

	「共催」
	　複数の主体が主催者となって事業を行う形態をいいます。

	「協働型委託」
	　国等が実施している事業のうち、委託契約として実施する形態をいいます。

	「補助」
	　ＮＰＯ法人が取り組む公益的な課題を解決する活動に対し、国等が金銭を交付する形態をいいます。

	「後援」
	　ＮＰＯ法人が行う公益的な活動に対して国等の後援名義の使用を認めて、社会的な信用を担保したり、広報面で便宜を図ったりするものをいいます。

	「物的支援（公の財産の使用等）」
	　ＮＰＯ法人が行う公益的な活動を支援する目的から、公共の空き施設を提供したり、必要な物品を貸与したりする形態をいいます。


様式例








